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１　はじめに
　近年、学校現場では全国的に教員の大量退職、大量採用があ
り、新任教師や若手の教師が増えている。特別支援学校におい
ても、同様の現象が起こっている。若い教師が増えることで、
今まで培われてきた、専門性の維持・継承が課題となってい
る。専門性の担保の一つとして、特別支援学校の教員免許状の
保有率が考えられる。文部科学省（2018）の調査によると、特
別支援学校における特別支援学校教諭免許状の保有状況につい
て、平成19年度では68.3％から平成29年度になると77.7％と上
昇をしており、また新規採用者に関しても平成19年度の57.3％
から平成29年には69.1％になり、一定程度の特別支援教育に関
する専門性は担保されていると考えられる。
　一方で、教師の専門性とは、実際に現場で授業などを行いな
がら培われていくものだと考えられる。山下（2002）は、大学
の講義、他の教師の実践、読書から「教えること」を学ぶので
はなく、自らの授業からも直接的・能動的に学び、それによっ
て教師としての成長を助長するのであると述べていることか
ら、教師は自ら授業を行うことで専門性を高めていくこが考え
られる。授業力について、吉崎（1987）は「教材内容について
の知識」「教授方法について知識」「生徒についての知識」の三
つをあげ、この三つの知識が関連し授業が成立すると述べてい
る。このような知識を獲得して、はじめて教師として授業が成
立すると考えられる。また、吉崎（1997）は教師を「生涯学習
者としての教師」と述べ、初任期と中堅期では、授業設計にお
いても異なる問題を抱えているとし、常に教師として研鑽を積
む必要があると指摘している。このことから、現在、教師が大
量採用されている今、多くの教師が多様な教育課題に対して、
悩んでいることが考えられる。
　千葉県教育委員会（2018）によると、特別支援学校での教員
免許状は87.7％、特別支援学級においては39.7％と全国平均よ
りやや高い。また、専門性を持った教師が、より多く指導に当
たっていると考えられる。
　しかし、全国的に通級による指導を受けている児童・生徒が
増加傾向であり、特別支援学校においては障害の重度・重複化
など、多様な専門性が必要とされている。また、高等学校にお
ける通級による指導がはじまることから、今後さらに特別支援
学校のセンター的機能を充実させ、小学校や中学校、また高等
学校との連携も必要とされており、より多様な専門性が求めら
れる。
　特別支援教育において「自立活動」の指導は欠かすことがで
きない。宮崎（2010）は「肢体不自由教育を語る上で『自立活
動』における実態把握の方法、指導内容ならびに指導方法につ
いての、専門的な指導法についての知識・技能は欠かせない」
と述べており、自立活動に関する専門性は大変重要であると考
えられる。内海・安藤（2018）は、日常的に課題に向き合う教
師を対象者としてチームを構成し、講義、演習、実習など多様
な形態の組み合わせのもとで研修を構想することが重要だと述
べていることから、千葉においても「自立活動」を共通テーマ
として、教師同士が日々の教育課題について話し合い、検討す
る場ができないかと考え、筆者は千葉自立活動研究会を設立
した。
　「自立活動研究会」という名称の研究会は、「つくば自立活動
研究会」をはじめ「長崎自立活動研究会」や「関東自立活動研
究会」など全国各地で設立されている。今回、千葉自立活動研
究会を立ち上げるにあたり、筆者が「つくば自立活動研究会」
に所属しており、その中で得た会の運営方法などを千葉の教
師と共有し、多くの教師がOJTの場として活用してもらいと考
え、平成29年に設立した。
　ここまで、平成29年度の第１回が７名、第２回が８名、第３
回が13名、第４回が８名の参加で、のべ32名の先生方の参加が
あった。平成30年度は１回目から12名、10名、９名、７名、の
べ28名の教師が参加している。今回はアンケートの結果をまと
め、今後の運営と研究の方向性について検討したいと考える。
　
２　方法
　平成29年度及び平成30年度に開催された「千葉自立活動研究
会」に参加した教師10名を対象として、左藤・池田・山中・四
日市（2016）を参考に作成したアンケート調査を実施した。参
加した教師の教職経験年数、所属学校、現在の困難、身につけ
たい専門性、発表テーマを分析し、「千葉自立活動研究会」の
これまでの成果と今後の課題を考察する。
３　結果
１）教職経験年数
　教職経験年数について、１～５年目の教師が６名、５～10年
目の教師が２名、10年以上が２名となった。参加する多くの教
師は５年目以下で、新規採用されてから教師経験が少ない傾向
であることがわかった。一方で、教師経験10年目以上や20年目
以上の教師も参加していた。
２）所属学校
　肢体不自由特別支援学校が４名、知的障害特別支援学校が６
千葉自立活動研究会の立ち上げと活動について
阿　部　晃　久*・三　嶋　和　也**
地域の情報
　 * 　筑波大学附属桐が丘特別支援学校
　** 　千葉県立船橋夏見特別支援学校
―　　―68
阿　部　晃　久・三　嶋　和　也
名であった。
３）現在困っていること
　現在困っていることについて、複数の選択肢を用意し複数回
答を可能として回答を求めた。９名の教師が、「指導法につい
て」と回答している。次に多いのが、「種々の障害の専門性」
（６名）と「重複障害教育」（６名）であった。
４）今後どのような専門性を身につけたいか
　複数の選択肢の中から、複数回答を可能とした。10名の参加
教師が「自立活動の指導法」についてと回答した。次に多い回
答として、「発達の理解」（８名）、「障害の理解」（６名）と続
いた。
５）発表テーマ
　毎回、１～２名の教師が日々の実践についてまとめ発表を行
い、発表について討議を行った。以下、２年間の発表テーマ
を、年度別に表１と表２に示した。
表１　2018年度の発表テーマ
テーマ
第１回 千葉自立活動について概要説明
第２回 身体の指導について
高等部生徒の指導について
第３回 身体に困り感のある知的障害児への指導
課題関連図に基づいた自立活動の指導について
第４回 自立活動の時間と教科との関連
特別支援学校（肢体不自由）小学部準ずる教育課程に
おけるAT・ICTを活用した分かりやすい授業作りの
検討
第５回 知的障害特別支援学校における自立活動に指導とは
表２　2019年度の発表テーマ
テーマ
第１回 ２年目の活動計画
第２回 触覚過敏のある児童への指導
日常生活動作を改善するための身体づくりの指導
第３回 知的障害のある児童の自立活動
コミュニケーション手段を確立するために
第４回 自立活動の時間と教科との関連
特別支援学校（肢体不自由）小学部準ずる教育課程に
おけるAT・ICTを活用した分かりやすい授業作りの
検討
第５回 知的障害特別支援学校における自立活動に指導とは
４　考察
　今回のアンケート調査結果から、千葉自立活動研究会に参加
している教師の多くは、教師経験が１～５年目の若手教師で
あった。また、多くの教師は指導法について専門性を深めたい
と考え、その中でも特に自立活動についての専門性を深めたい
と考えていることがわかった。また、参加者の知的障害特別支
援学校であることから、知的障害特別支援学校の中でどのよう
に自立活動に取り組んでいけばよいかについて、これから検討
していくことが課題であると考えられる。今後も千葉自立活動
研究会として、これまでのように実践をまとめ、教師自らが
「省察」し、他の参加する教師から指導助言をもらい、また次
の教育実践に戻すことで、専門性が高まっていくのではないか
と考えられる。また、今後はより具体的な指導方法（身体の指
導や認知指導）についても、専門性のある教師などに講義を依
頼する必要があると考えられる。
　また今後の研究の方針として、事例発表を行った若手教師が
他の参加者から指導・助言をもらい、それをもとに授業改善を
どのように考え、実践したかについてインタビュー調査を行
い、分析することが考えられる。
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